
1

2

3

1

2

01 歴史、文化遺産の保護と活用

基本計画② 02

項 05 目 11予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

経済の低迷、文化財所有者の高齢化、都市化・地球温暖化等による自然環境の変化により、文化財を取り巻く環境は
悪化している。

事業 01文化財保護費一般事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

①文化財によりまちづくりを進める市民   文化財を求めて訪れる観光客

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08020101

事務事業名 文化財保護一般事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 01

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

市民の学びを支える

実行計画 04 文化財保護の充実縄文の里史跡整備・活用基本計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

平成30年度現在、茅野市には、国指定文化財9件、県指定文化財19件、市指定文化財76件、合計104件の指定文化財が
ある。これらの指定文化財を良好な状態に維持し、保存し、活用して、後世へ引き継いで行かねばならない。まだ未
指定の貴重な文化財を見出し、その価値を検証し、指定文化財とすることも責務である。こうした施策を、文化財審
議委員会で協議していく。また、「茅野市ミヤマシロチョウの会」と協働し、ミヤマシロチョウを始め、貴重な動植
物の保護に努める。

茅野市内の文化財

意 図
（どんな状態にしたいか）

文化財は、郷土のアイデンティティを形成する重要な遺産である。文化財によって、郷土への理解、愛情が深まり、
まちづくりが行われる。この文化財を保護・活用することが、事業の目的である。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

①文化財審議委員会の開催
 「茅野ミヤマシロチョウの会」への保護管理委託
③指定文化財説明板の設置

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

必要に応じた文化財審議委員会の開催

変更

履歴

文化財審議委員会開催
率

％ 開催数/必要開催計画数×100 100

最終目標値

保護・保全の状態 文化財保護率 ％ 100

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

保護件数／指定文化財件数成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

指定文化財の数 指定文化財件数 件 110

変更

履歴

指定文化財件数

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 765,289 801,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円

その他特定財源 円

地 方 債 円

実績 100

活
動
指
標

文化財審議委員会開催
率

目標
％

100 100 

一 般 財 源 円 765,289 801,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

目標
－

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

実績 100

－　

成
果
指
標

文化財保護率

目標
％

100 100

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

指定文化財件数

目標
件

106 106

実績

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

104
達成率 ％ 98.11 －　 －　 －　 －　

備

考

施策の
柱CD

0304

0101

0301

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針



事務事業名 文化財保護一般事業 事業期間 年度 係内番号～ 01

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の

実施計

画・予算

要求事項

（改革・

改善策）

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開
始後、約
５ヶ月が経
過し、新た
に生じた問
題点や環
境の変化

成

果
翌年
度
方向
性

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

前年度に引き続き、指定文
化財の所有者及び管理団
体による維持・管理が徹底
され、文化財の価値を損な
うことなく保護・保全され
た。指定候補となる文化財
の掘り下げが十分に行な
われず、新たに2件追加さ
れたものの、目標値に届か
なかった。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

「下菅沢の祖霊桜」が市天
然記念物として、8年ぶりに
文化財指定された。これを
契機に、これまで以上に未
指定文化財の掘り起しに
目が向けられるようにな
り、文化財保護に対する市
民の理解や保護意識が高
揚した。

課
　
題

新たな市指定文化財の誕
生により、文化財審議委員
会の本来の機能を取り戻
しつつある。指定に値する
文化財の掘り起しを継続す
るが、情報収集に限りがあ
り課題である。

現状維持
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 元.5.17

作成担当者 小林健治

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

上記「現状と背景」のとお
り、文化財を取り巻く環境
は悪化しており、指定文化
財の保護・保全にこれまで
以上の経費を要することが
予想される。また、貴重な
文化財の掘り起しも急務で
あり、情報収集に努め、指
定による保護を進めなくて
はならない。情報収集の方
法として、各地区の文化財
に精通する地元住民から
情報を寄せてもらうなど仕
組作りを検討する。

現状維持

最終評価責任者 両角勝元



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0304

0000

0301

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

目標
－

実績

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

実績 100

－　

成
果
指
標

文化財保護率

目標
％

100 100

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

目標
－

実績

実績 100

活
動
指
標

文化財保護費補助率

目標
％

100 100 

一 般 財 源 円 562,110 207,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 562,110 207,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更

履歴

最終目標値

保護・保全の状態 文化財保護率 ％ 100

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

保護件数／指定文化財件数×100

同上

意 図
（どんな状態にしたいか）

指定文化財管理、修理事業を行い、長く文化財を伝えていく。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

指定文化財保有者または管理団体の活動に対し、補助金を交付する。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

文化財保護費補助必要率

変更

履歴

文化財保護費補助率 ％
文化財保護費補助件数/文化財保護費補助必
要件数×100

100

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

複数の柱にまたがる事業

実行計画 04 文化財保護の充実縄文の里史跡整備・活用基本計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

指定文化財保護・保全のために条例に基づき事業実施主体者に補助金を交付する。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08020102

事務事業名 文化財保護団体育成支援事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 02

01 歴史、文化遺産の保護と活用

基本計画② 02

項 05 目 11予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

指定文化財保護・保全等の管理の一助として交付する。

事業 02文化財保護団体育成支援事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

指定文化財所有者・管理者

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

事務事業名 文化財保護団体育成支援事業 事業期間 年度 係内番号～ 02

最終評価責任者 両角勝元

最終評価年月日 元．５．１７

作成担当者 小林健治

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

指定文化財の現状を的確
に把握し、文化財がき損し
ないようにしなければなら
ない。
管理団体に文化財保護の
意識を高めてもらう必要が
あるが、その意識づけとす
るために、管理団体へ保
護・保全のための補助金
交付制度を周知する。

現状維持

現状維持
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

屋外にあり風雨にさらされ
ている天然記念物、建造
物、史跡等について、現状
を的確に把握することが必
要である。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

指定文化財の荒廃を防ぐ
などの適切な保護が図ら
れた。また、文化財保護に
対する理解が深まり、保護
意識も高揚している。

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

前年度に引き続き、指定文
化財の所有者及び管理団
体へに保護・保全に要する
補助金の交付をはじめ、維
持・管理が徹底されたこと
で、文化財の価値を損なう
ことなく100%保護された。

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開
始後、約
５ヶ月が経
過し、新た
に生じた問
題点や環
境の変化

成

果
翌年
度
方向
性

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の

実施計

画・予算

要求事項

（改革・

改善策）



1

2

3

1

2

01 歴史、文化遺産の保護と活用

基本計画② 02

項 05 目 11予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

茅野市の歴史的財産である遺跡が失われるため、記録保存を図る必要がある。

事業 03市内遺跡発掘調査受託事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

市民、遺跡に関心のある者

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08020103

事務事業名 市内遺跡発掘調査受託事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 03

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

複数の柱にまたがる事業

実行計画 04 文化財保護の充実縄文の里史跡整備・活用基本計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

各種開発事業に伴い、失われてしまう遺跡を記録保存するために発掘調査を行う。調査成果は発掘調査報告書にまと
め、後世に伝えていく。あわせて、地域の歴史に直にふれていただくために現地説明会を開催する。

開発事業者

意 図
（どんな状態にしたいか）

事業者に発掘調査の協力を求め、その中で現地説明会を開催し、失われる遺跡を見学してもらう。あわせて、発掘調
査報告書を刊行し、歴史を学ぶ一助に活用していただく。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

開発前の保護協議を万全に実施し、確実に遺跡を保護していく。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

保護協議の割合

変更

履歴

保護協議開催率 ％ 保護協議回数/保護協議必要回数×100 100

最終目標値

保護された遺跡面積 保護率 ％ 100

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

遺跡保護面積/遺跡内開発面積×100成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更

履歴

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 583,894 2,003,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円

その他特定財源 円 583,894 2,003,000

地 方 債 円

実績 100

活
動
指
標

保護協議開催率

目標
％

100 100 

一 般 財 源 円

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

目標
－

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

実績 100

－　

成
果
指
標

保護率

目標
％

100 100

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

目標
－

実績

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

施策の
柱CD

0304

0000

0301

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針



担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

事務事業名 市内遺跡発掘調査受託事業 事業期間 年度 係内番号～ 03

最終評価責任者 両角勝元

最終評価年月日 元．５．１７

作成担当者 小林深志

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

調査体制を強化すること
で、より適切な遺跡の記録
保存が可能になるほか、
事業者から調査実施の理
解と協力が得やすくなる。

現状維持

現状維持
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

他の遺跡調査と期間が重
なった場合、調査職員体制
では十分な調査ができな
い場合がある。また、事業
者が望む時期に調査が実
施できず、文化財保護に対
する理解と協力が得られな
い事態も予想される。職員
の確保、作業員の確保と
養成が課題である。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

発掘調査費用の事業者負
担はあくまでも原則であ
り、法制化はされていな
い。文化財の大切さを伝
え、その保護に協力してい
ただけるよう協議した結
果、記録保存ではあるが、
適切な遺跡の保護を図る
ことができた。

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

宅地造成工事に伴い、縄
文時代の2軒の住居址が
破壊の危機に瀕したが、事
業者の埋蔵文化財保護に
対する理解と協力により、
100％記録保存することが
できた。

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開
始後、約
５ヶ月が経
過し、新た
に生じた問
題点や環
境の変化

成

果
翌年
度
方向
性

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の

実施計

画・予算

要求事項

（改革・

改善策）



1

2

3

1

2

01 歴史、文化遺産の保護と活用

基本計画② 02

項 05 目 11予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

開発事業によって遺跡の破壊が進んでいる。

事業 04市内遺跡発掘等調査事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

開発事業者、遺跡に関心のある市民

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08020104

事務事業名 市内遺跡発掘等調査事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 04

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

複数の柱にまたがる事業

実行計画 04 文化財保護の充実縄文の里史跡整備・活用基本計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

遺跡を開発事業から守るためには、遺跡の範囲や内容（遺構密度・深度）を把握した上で調整を図る必要がある。そ
のために遺跡の一部を対象に確認調査を行う。また、個人住宅を遺跡内に建築する際に、発掘調査を行い、記録保存
をする。

開発業者

意 図
（どんな状態にしたいか）

遺跡保護と開発事業の調整を図り、茅野市の財産である遺跡を現状のまま後世に伝える。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

確認調査で得られた遺跡の情報と開発事業の計画をすり合わせ、遺跡に影響のない場所または深度で事業を行ってい
ただくよう設計変更などの協力を求める。
個人住宅建築に際し、施工業者と協議を行い、できるだけ遺跡の破壊がないように調整を行い、やむを得ない場合は
発掘調査を行う。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

保護協議の割合

変更

履歴

保護協議開催率 ％ 保護協議回数/保護協議必要回数×100 100

最終目標値

保護された遺跡面積 遺跡保護率 ％ 100

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

遺跡保護面積/遺跡内開発面積×100成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更

履歴

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 2,342,697 3,060,000

県 支 出 金 円

国 庫 支 出 金 円 1,144,000 1,500,000

その他特定財源 円

地 方 債 円

実績 100

活
動
指
標

保護協議開催率

目標
％

100 100 

一 般 財 源 円 1,198,697 1,560,000

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

目標
－

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

実績 100

－　

成
果
指
標

遺跡保護率

目標
％

100 100

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

目標
－

実績

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

施策の
柱CD

0304

0000

0301

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針



事務事業名 市内遺跡発掘等調査事業 事業期間 年度 係内番号～ 04

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の

実施計

画・予算

要求事項

（改革・

改善策）

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開
始後、約
５ヶ月が経
過し、新た
に生じた問
題点や環
境の変化

成

果
翌年
度
方向
性

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

前年度に引き続き、事業者
との保護協議を確実におこ
なうよう努めた。これによ
り、記録保存ではあるが、
遺跡が100％保護された。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

事業者との保護協議を確
実に行なうと共に、遺跡に
関する既存資料を提示し、
保護措置の方向性等をて
いねいに伝えてきた。こう
した協議の積み重ねが、
遺跡保護に対する意識の
高揚と、理解の深化につな
がり、遺跡跡保護率が
100％になったと考えられ

課
　
題

発掘調査に携わる職員及
び作業員の不足により、事
業者の望む期間に試掘及
び発掘調査が実施できな
いことも考えられ、遺跡の
保護に影響が出る可能性
がある。調査体制の強化
が課題である。

現状維持
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 元．５．１７

作成担当者 小林深志

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

保護協議を開催し、事業者
から調査実施の理解と協
力が得られたとしても、調
査体制が整っていなけれ
ば、適切な保護を維持する
ことは難しい。場合によっ
ては、十分な保護措置がと
れない場合も予想される。
職員の確保、作業員の確
保と養成が必要である。

現状維持

最終評価責任者 両角勝元



1

2

3

1

2

施策の
柱CD

0304

0000

0301

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　 －　

備

考

目標
人

120 120

実績

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

120

実績 100

－　

成
果
指
標

資料の台帳化率

目標
％

100 100

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

－　

体験学習会参加人数

実績 100

－　 －　

台帳整備率

目標
％

100 100

埋蔵文化財に関する体
験回数

達成率 ％ 100.00 －　 －　

達成率 ％ 252.00 －　 －　 －　

6

目標
回

6 6

実績

実績 63

活
動
指
標

再整理した棚段数

目標
個

25 25 

一 般 財 源 円 1,001,304 1,076,000

財

源

内

訳

－　

その他特定財源 円

地 方 債 円

国 庫 支 出 金 円 936,000 1,000,000

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 1,937,304 2,076,000

県 支 出 金 円

成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

市民総学芸員化 体験学習会参加人数 人 120

変更

履歴

年間の体験学習会の参加者数

体験学習会の実施
埋蔵文化財に関する体

験回数
回 小中学校の埋蔵文化財に関する体験回数 6

最終目標値

埋蔵文化財の適正な収納と台帳化 資料の台帳化率 ％ 100

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

パソコンへのデータ入力/再整理遺物数

同上

意 図
（どんな状態にしたいか）

埋蔵文化財に直にふれる機会をとおし、地域の歴史を知り、学んでいただくとともに、埋蔵文化財を大切にする心を
養っていただく。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

埋蔵文化財の公開・活用に係る準備作業を容易にするため、再整理と台帳化を進める。新たに復元された縄文土器等
の写真撮影と保存場所の確保、台帳登録を行う。また、一例として、実物の縄文土器を手本に、土器作りの体験会を
行う。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

埋蔵文化財の再整理

収蔵資料の適正配置と写真撮影 台帳整備率 ％ 整理遺物数/目標整理遺物数 100

変更

履歴

再整理した棚段数 個 年間再整理棚段数 25

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

複数の柱にまたがる事業

実行計画 04 文化財保護の充実縄文の里史跡整備・活用基本計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

埋蔵文化財（土器・石器等）を公開・活用するために、再整理および台帳の作成を行う。埋蔵文化財を活用した小・
中学校対象の体験学習会を開催し、埋蔵文化財に関する啓発を図るとともに、「市民総学芸員化」を進める。

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08020107

事務事業名 埋蔵文化財保存活用整備事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

～ 07

01 歴史、文化遺産の保護と活用

基本計画② 02

項 05 目 11予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

収蔵庫に保管されている埋蔵文化財の整理が十分でないため、公開・活用に支障をきたしている。

事業 06埋蔵文化財保存活用整備事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

市民・埋蔵文化財に興味がある者

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）



担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

事務事業名 埋蔵文化財保存活用整備事業 事業期間 年度 係内番号～ 07

最終評価責任者 両角勝元

最終評価年月日 元．５．１７

作成担当者 小林深志

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

再整理する遺物の内容等
によって、年度ごと目標と
する棚段数を変えていく。
遺跡発掘調査事業と埋蔵
文化財保存活用整備事業
を、計画に実施していくこと
が困難な状況にあり、この
ままでは膨大な未整理の
遺物が死蔵しかねない。両
事業のバランスを図りつ
つ、当事業を計画的に進
めていくために、職員と作
業員を増やす必要がある。

現状維持

現状維持
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

課
　
題

遺跡発掘調査事業と埋蔵
文化財保存活用整備事業
を指導する職員、また従事
する作業員が重複するた
め、当事業を計画的に進
めることができない。両事
業が並行して実施できるよ
う、体制整備が必要であ
る。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

出土遺物の再整理によっ
て、所在確認が容易とな
り、資料の閲覧や貸出業
務の対応がスムーズに行
なえるようになった。小学
校での体験学習会は、当
市が進める縄文・市民科と
ともに、縄文を意識した人
づくりの取組として効果的
である。

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

再整理した遺物をその日
にパソコン入力するよう心
がけたため、台帳化率が
100％となった。体験学習
会の実施に際し、体験メ
ニューの充実と、チラシを
配布するなど、学校との連
携強化を図ったことで、目
標値を達成することができ
た。

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開
始後、約
５ヶ月が経
過し、新た
に生じた問
題点や環
境の変化

成

果
翌年
度
方向
性

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の

実施計

画・予算

要求事項

（改革・

改善策）



1

2

3

1

2

01 歴史、文化遺産の保護と活用

基本計画② 02

項 05 目 11予 算 事 業 名 会計コード 01 款 10

現 状 と 背 景

（ ど う し て ）

発掘調査で検出した遺構や出土した遺物を記録保存し、書籍とすることで市民に公開しなければならない。

事業 08ツキノ木遺跡発掘調査事業費

目

的

対

象

受 益 者
（ 誰 の た め に ）

市民

対 象
（ 直 接 働 き か け

る ）

第５次茅野市総合計画・前期事務事業評価シート（主要事務事業用） 08020108

事務事業名 ツキノ木遺跡発掘調査事業 事業期間 年度 係内番号

【一般会計】 整理番号

2017 ～ 2018 08

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

計

画

（

Ｐ

L

Ａ

Ｎ

）

政

策

番

号

02

基

本

計

画

体

系

項目 計画CD

複数の柱にまたがる事業

実行計画 04 文化財保護の充実縄文の里史跡整備・活用基本計画

施策の柱の名称
実行計画

の施策の

柱におけ

る指標と

の関連度

中
基本計画①

事 務 事 業 の 概要
（ 簡 潔 に わ か り や す く ）

玉川広田地区で圃場整備事業が計画されているが、その地域内に遺跡が存在し、造成工事によって破壊されてしまう
ため、事前に発掘調査を行い、記録保存を行う。平成29年度に発掘調査を実施し、平成30年度は発掘調査報告書作成
業務となる。
諏訪地方事務所農地整備課からの受託事業として行うが、費用のうち農家負担分８％については、その50％が国庫補
助の対象となるため、残り50％については市費となる。

玉川広田地区のツキノ木遺跡出土品。

意 図
（どんな状態にしたいか）

造成工事によって破壊されてしまう埋蔵文化財を記録保存し、後世に伝える。

手 段 ・ 方 法

（ ど う や っ て）

諏訪地方事務所農地整備課との保護協議により、農政部局の国の補助金の内示が下りる6月下旬に受託契約を締結
し、作業の着工は7月初旬となる見込み。個人住宅等の発掘調査や工事立会と掛け持ちになるため、長期間となる。
発掘調査報告書の作成は、平成30年度末に刊行予定。

評

価

指

標

の

作

成

活

動

指

標

行 政 が 活 動 す る こ と で 作 り 出 す も の 指 標 名 称 単 位 算出方法・計算式・目標値設定の考え方など 最終目標値

報告書作成

変更

履歴

契約件数 件 契約件数 1

最終目標値

発掘調査報告書 報告書作成件数 件 1

算出方法・計算式・目標値設定の考え方など

報告書作成件数成

果

指

標

成果・効果は何？ 指 標 名 称 単 位

変更

履歴

実

施

状

況

（

Ｄ

Ｏ

）
項 目 単位 2018年度（H30） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

事 業 費 等 (a) 円 430,920 0

県 支 出 金 円 396,446

国 庫 支 出 金 円 17,000

その他特定財源 円

地 方 債 円

実績 1

活
動
指
標

契約件数

目標
件

1

一 般 財 源 円 17,474

財

源

内

訳

－　達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

目標
－

実績

実績

－　 －　

－

目標
－

－
達成率 ％ －　 －　 －　

実績 1

－　

成
果
指
標

報告書作成件数

目標
件

1

達成率 ％ －　 －　 －　 －　

－　

－

目標
－

実績

達成率 ％ 100.00 －　 －　 －　

達成率 ％ －　 －　 －　 －　 －　

備

考

施策の
柱CD

0304

0000

0301

計画名称

教育大綱

生涯学習推進指針



事務事業名 ツキノ木遺跡発掘調査事業 事業期間 年度 係内番号2017 ～ 2018 08

担 当 部 署 生涯学習部 文化財課 文化財係 連絡先 76-2386

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

新年度の

実施計

画・予算

要求事項

（改革・

改善策）

事

中

評

価 課長評価日

2022年度

当年度開
始後、約
５ヶ月が経
過し、新た
に生じた問
題点や環
境の変化

成

果
翌年
度
方向
性

コスト

2022年度
成

果

指

標

分

析

（

変

動

要

因

）

作業工程に沿って計画的
な作成を進め、予定どおり
報告書を刊行した。前年度
に多くの作業を行ったた
め、印刷製本費のみの支
出となった。

　

事

　

後

　

評

 
価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

K

）

項目 2018年度（H30) 2019年度 2020年度 2021年度

総

合

評

価

成
　
果

報告書作成を完了した。

課
　
題

2018年度で終了

休廃止
翌々
年度
方向
性

成

果

コスト

最終評価年月日 元．５．１７

作成担当者 小林深志

改

革

・

改

善

の

方

向

性

（

Ａ

Ｃ

Ｔ

）

成

果

や

コ

ス

ト

の

方

向

性

の

内

容

及

び

改

革

・

改

善

策

2018年度で終了

皆減

最終評価責任者 両角勝元


